
司

目

1 ネ ットワーク再構築の必要性

製造業は、地域経済を支える重要な産業であるが、

大阪府においては、中小製造業が特に大きな役割を担っ

ている。しかし、近年におけるグローパル化、情報化、

デフレの進展といった経済環境変化の下で、中小製造

業は、安定した販路や国内市場の拡大を期待できなく

なっている。また、市場ニーズの変化や技術の高度化

が急速に進展するなかで、既存製品や技術の陳腐化ス

ピードも速まっている。

こうした状況の下では、中小製造業自らが新製品・

技術開発や受注 ・販路開拓を継続的に進めていかねば

ならなくなっており、そのために、ネウトワークの再

構築が課題になっている。すなわち、取引関係が安定

的で、国内市場が拡大傾向にあった時代における取引

先や業界団体との固定的なネットワークから、果業種

企業、製造業支援サービス業、大学などを合めた柔軟

なネットワークヘと拡充 ・再編成していく必要がある

のである。その際には、近年、セールスレップなどの

サービス業や産業支援型NPOな どのネットワークの

新たな対象が台頭していることを踏まえたネットワー

クの再構築が必要である。

2 ネ ットワーク再構築の前提条件

(強みと弱みの自覚が必要)

ネットワークを再構築していく上でのポイントは、

まず、自社の強みと弱みの把握である。それによって、

弱みを補い、強みを活かすにはどのような経営資源を

持った外部組織とのネットワークが必要なのかが明ら

かになる。

大阪の中小製造業では、自社の強みと弱みを十分に

把握できていない企業が少なくないが、それらがわか

らなければ、ネットワークの必要性すら理解できなかっ

たり、ネットワーク化に際しても相手先の選択を誤っ

たりすることになり、新製品 ・技術開発や受注 ・販路

開拓が円滑に進まない。

(情報受発信力の強化)

自社の強みと弱みを踏まえ、ネットワークの相手先

に何を求めるかか明らかになれば、次に、相手先とし

て、どのような組織が候補となるのかを把握するため

に情報収集が必要となる。それとともに、自社が取り

組もうとする事業の方向性やネットワークの相手先に
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求めることを理解してもらうための情報発信も欠かせ

ない。

その際には、同業者や同じ地域といった狭い範囲で

情報の受発信をするのではなく、インターネットの活

用などにより、業種的にも地域的にも広い範囲に向け

た情報の受発信を行う必要がある。特に、近年、活発

化している製造業支援サービス業などの新たなネット

ワークの対象の登場を踏まえ、ネットワーク化の可能

性を考慮しておくことが望まれる。

(ネットワーク化の可能性を見極める)

幅広く情報を受発信した上で、実際に様々な団体や

グループに参加するなどにより、各企業がそれぞれの

事業分野において、どの程度の能力 (強み、弱み)を

持っているかを知っておくことが重要である。外部組

織を活用する際の課題として、「相手先の能力につい

ての理解」をあげる企業が多いが、あらかじめネット

ワーク化の可能性のある組織の能力をある程度把握し

ておけば、具体的に必要になった際に迅速なネットワー

ク化が可能になるからである (図表 I-5-1)。

ネットワーク化のきっかけとして、「取引先の紹介J

や 「友人 ・知人の紹介」が多かったのは、期待に応え

得る能力や意思を目利きする役割を、取引先や友人 ・

知人が担ってくれることにより、「相手先の能力につ

いての理解Jと いう課題を克服する一助となっている

からであろう。

3 ネ ットワーク再構築 ・運用時のポイント

第 4章で明らかにしたように、ネットワークの有効

性を高める要因は、メンバーの多様性、理念の共有、

取組課題の明確化であった。これらの点は、ネットワー

ク全体に関することであるが、中小企業グループを形

成、活用する場合には、特に注意すべき点である。

m)ネ ットワークの構成メンバー

(多様なメンパーから成るネットワークの形成)

ネットワークの構築に際しては、メンパーの多様性

が重要である。多様なメンバーからは異質な経営資源

が提供され、それらか融合することにより新たな価値

が創造されるとともに、新製品 ・技術開発や受注 ・販

路開拓において生じる課題を解決するために役立つ、

多様な角度からの提案かなされる可能性が高い。



図表 I-5-1 外 部組織を活用する際の課題 (大阪府全域)
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(強みを活かすネットワークの形成)

多様なメンバーから成るネットワークの構築という

場合には、自社の限られた経営資源を補うためのネッ

トワーク形成を考えがちである。しかし、ネットワー

ク化によって弱みを補えたとしても、それだけでは他

の大企業や企業グループに対して競争力を持てたこと

にならない。55みを補うだけでなく、強みを活かすた

めのネットワーク化という観点か重要である。

(強みを持ち寄り共同受注を行う大阪次世代型航空

機部品供給ネットワーク)

大阪次世代型航空機部品供給ネットワークは、浸

炭処理をしたチタン合金ボル トでボーイング社の旅

客機部品への採用テストを受けているねじ製造企業

と、エアバスの部品受注実績がある機械加エメーカー

など製造業 4社 に、ねじのtr売業を加えた大阪市内

の5社で発足した共同受注グループである。

同ネットワークでは、共同でボーイング社へ売り

込みに行き、具体的な技術的課題を把握し、受注に

つなげる考えである。課題への対応は各企業の責任

において対処し、各企業が収集した情報はネットワー

ク内で共有化することにしている。

航空関連企業の集積する三鷹市で開催されたフォー

ラムでは、大阪市における航空機製造技術の集積を

アピールし、かつ、ボーイング社や大手重工業メー

カーとも交流を深めたほか、横浜市で開催された展

示会 「2004年国際航空手宙展Jに 出展するなど、広

報に努めている。

このネットワークでは、各企業が55みを補い合うと

いうよりも、技術力と実績を持つ企業が、販路開拓に

おいてさらにインパクトを持たせるためにネットワー

クを形成 したという側面が鮮明に打ち出されている。

ネットワークの形成により、マスコミからも注目され

ることによって大きな宣伝効果を生んでいる。

(状況にあわせたメンバー構成の見直 し)

強みを持った企業が集まってネットワーク化できた

としても、その目的を明確化 していく過程で、最適な

ネットワークでないことか明らかになって くることも

ある。そうした場合には、メンバーを入れ替えなから

最適化を図っていく必要がある。

目的を明確化する過程でメンバーの入れ替わりを辞

さず、その後も、グループとしてのルールを策定 し、

甘えを計さない厳 しさを持つことで、グループとして

の活動を維持 `強 化 している事例 もみられる。

(お互いのノウハウを共有するとともに厳 しさを持

つ域高ブレインズ)

城南ブレインズは、平成 9(1997)年 に東京都中

小企業振興公社のグループ育成事業の一環として、

大田区内などの電子部品メーカーや機械加エメーカー

など、各々の分野で高い技術を持つ12社が集まり、
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結成された。

設立当初は、共同受注を目的としていたが、公的

な支援か得られなくなった後、幹事企業の働きかけ

て、高い技術を持つ会員の特性を活か して、「各社

のノウハウ、次口識、情報などを提供 しあう Fブ レー

ン (頭脳)』として機能するJ組 織に方向転換 して

いる。方向転換時には、受発注を目的としていた企

業やアイデア ・ノウハウを受けるだけで提供できな

い企業が脱会する一方、趣旨に賞同する会社が入会

するなどの変遇を経て、現在は、地域的な広がりも

持つグループに生まれ変わっている。

グループとしては、定例会に2回 連続欠席すると

会員資格を失効させるほか、知的所有権や各社の持

つ技術ノウハウなど知的資産を重視 し、会員間で秘

密保持契約を結び、共同開発時など必要な都度、明

確なルール作 りをするなど、厳格な運営システムを

構築、運用 している。

活動内容は、毎月 1回、メンバーか事業を進めて

いる内容を提示 し、アイデアやノウハウを相互にlt

供 し合うという形式での技術ディスカッションなど

を行っている。例えば、ある図面が会に持ち込まれ

ると、その素材の選定、作梅加モ法、後処理方法な

どメンバーの持つあらゆるノウハウが提供されるこ

とにより、顧客には単独企業が実施するよりも相当

に膨らんだ提案が可能となる。また、各メンバーは、

ディスカッションの中で得た情報を自社の新製品 ・

技術開発力を高めることに役立てることができる。

さらに、各メンバーかそれぞれに持っている他の企

業や大学、公的機関などとのネットワークを相互に

利用できるように紹介 し合うことから、ネットワー

クの幅が格段に広がっている。

情報交換を目的とするような中小企業グループにお

いても、
一

歩踏み込み、特定の課題に取 り組む場合に

は、参加企業数か多すぎることによって問題か生 じる

こともある。その際には、グループを母体として、取

組課題に応 じて柔軟に、小グループを形成するという

方法がある。

以 下は、実質性が高 く、全体では共同事業を行うの

には適さないという点を理解 し、取組課題ごとにメン

バーを募るという方式で中小企業グループを運営 して

いる事例である。

(メンバー有忘で共同開発 ・出資を行うフロンティ

ア浜松)
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協同組合フロンティア浜松は、浜松信川金庫か主

催する 「はましん経営塾Jの 会貞及びOB会 員の有

志で発足された 「新商品研究会Jを r3体にし、平成

9(1997)年 12月に設立された。製造業、卸売 ・小

売業、飲食店、サービス業、建設業など多様なメン

バー構成となっており、平成17(2005)年 3月末現

在34社か参jRしている。

毎月の定例会で、特定のテーマについて勉強会が

開催されるほか、電子掲示板で情報交換や情報共有

化を図っており、メンバー企業からの問いかけには、

迅速なアドバイスがなされている。

しかし、参加企業数が多く、業種にほかありすき

るので、企体で製品の共同開発をすることは困難で

ある。こうした状況を認識し、製品開発の提案を出

した令業を核に有志が集まって共同開発を行い、プ

ロジェクトに賛同する企業か出資してサ〔同で事業を

推進するという仕組みが構築されている。すなわち、

案件に応じてアイデアや資金か柔軟に集められる体

行」となっている。このほか、共同開発という形態を

とらない場合でも、無理を聞いてもらえる仲間の存

在か製品開発を支えている。

メンバーの一部は、共同で東京に営業所を置こう

と考えている。コピー機やFAXな どの設備も共有

することにより、少ないコストで営業拠点としての

機能を充実させることができる。営業所の使い方も

柔軟て、常駐社員を置く形態のほか、東京出張時の

拠点にするなど様々で、使い方に応じた応分の負担

を考えている。

このように、既存グループを母体として、課題に応

じて最適なメンバーを形成し対処するということか考

えられる。各企業にとっては、グループの特性をわき

まえて、規模の大きなグループにおいては、多様な情

報を入手する日的に徹し、具体的な課題については別

の小グループにおいて行うというように、ネットワー

クを課題に応して使い分けることが重要である。

像)理 念の共有と取組課題の明確化

(理念の共有)

有効なネットワークには、メンパー間の理念の共有

が重要である。それかできていなければ、メンバーか

自社の関心や能力から都合の良いように解釈したり、

実行段階で見解の相連か露呈したりすることになり、

事業か円滑に進まなくなる。

特に、相手先が大学教員などの場合には、営利と研



究という根本的な目的が異なるなかで、いかに理念を

共有できるかかカギとなる。

(取組課題の明確化)

ネットワークにおける取組課題を明確にすることが

ネットワークの有効性を高める。取組課題が明確でな

ければ、メンバー構成もはやけてしまい、役立つ情報

を交換することができないからである。

的)ネ ットワーク活動における仕組みづくり

(責任の所在の明確化などの工夫)

ネットワーク活用においては、課題に取り組む前に、

ネットワークが機能するための仕組みをつくることが

ポイントである。新製品。技術開発や受注 ・販路開拓

における外部組織の活用においては、図表 I-5-1

のように、「責任とそれに見合う成果の配分方法Jな

どか課題とされる。ネットワークを活用し、新製品・

技術開発や受注 ・販路臓拓を行う場合には、相手先と

の間で、必要な資金の負fIやリスクの分担方法など、

事業に取り掛かる前に明確にしておくべきことが多い。

高度な技術情報を交換する場合には、秘密保持契約が

必要になるなど、想定される状況に応じて最適な仕組

みを各ネットワークで策定していくことが求められる。

なお、ネットワークの一形態である中小企業グルー

プにおける責任の所在といった課題に対しては、幹事

会社制度の導入や協同組合フロンティア浜松のように

特定のテーマを提案した企業を核に最適なメンバーを

集めることで、責任の所在を明確化させやすい。さら

に、事業について共同出資という形態を取れば、出資

割合がリスクとリターンの分担割合として共通認識を

持つことが容易となろう。

(進渉管理の徹底)

ネットワークヘの関わり方、役割は、メンバーの意

識や能力、それぞれの状況によって異なる。このよう

なことから、進捗管理が重要なポイントとなる。

産学連携において課題となる開発納期の厳守につい

ては、実業界での勤務経験のある教員や産学連携の実

績のある教員とのネットワーク化を心掛けるなど、適

切な相手先を自らが連ぶという意識も必要である。

(4)コ ミットメントが重要

(自らのコミットメント)

ネットワーク化し、仕組みをつくりさえすれば、相

手先が自社の求めるものを提供してくれる訳ではない。

自社の戦略に基づき、積極的にネットワークに関わる

姿勢が重要である。

例えば、受注 ・販路開拓を支援する企業、団体等を

活用するとしても、主体となるのは、製品を販売して

いく製造業者である。すなわち、どのような顧客にど

のくらいの価格で売りたいのか、製品の特徴をユーザー

や消費者に伝えるための媒体、手法は何が良いのかと

いったことを考えず、支援企業に丸投げしていては、

せっかくそこが持っている営業ノウハウも十分に活用

できないことになる。具体的に言うと、セールスレッ

プでは、顧客候補に対しての売り込みを事業としてい

るのであり、販促資料等の作成を事業としている訳で

はない。このような点を十分理解していない製造業者

は、セールスレップからの販促資料の作成や改善に対

する要請などへの対応が不十分で、売上げの増加とい

う成果に結びつきにくく、逆に、そうした要請に素早

く的確に対応している製造業者では、成果を享受して

いることが多いというのが、関係者から聞かれる共通

した意見である。

特に、経営全般に関わるような情報交換がなされる

場合には、活動に参加するのは従業員でなく、社長

(経営者)本 人であることが望ましい。時間の融通が

利きやすく、資金提供が必要になる場合にも円滑に進

められやすいというだけでなく、グループ活動で得た

重要な情報を自社の経営に活かすのにも経営者が最適

だからである。社長以外の参加の場合でも、上記の点

をできるだけ満たせる者が出ることが望まれ、その場

合には経営者の理解と支持が必要である。

(相手先のコミットメントを引き出す力)

ネットワークの相手を巻き込む力、言い換えれば、

相手を本気にさせる力を持つことも必要である。相手

の前向きな取組を引き出すには、自社のコミットメン

トを示すことか重要であるが、さらに相手が積極的に

関わってくれるために工夫が必要である。

例えば、卸完業者の販売網を活用する場合に、卸売

業者に積極的に取扱ってもらうためには、自社製品の

専任者を選定してもらうことが望ましい。それを実現

させるには、自社製品の取扱いのみで専任者の人件費

や関係経費を賄えるかということが問われるが、その

ようなコストを吸収できるだけの売上げが保証できる

訳ではない。このため、別の意味付けによって専任者

を設置させるような仕掛けが必要である。大学が保有

していた技術を製品化したベンチャー企業では、卸売

業者が新規顧客開拓を行うための呼び水となる戦略商

品として自社製品を位置付けて売り込んでいる。つま

り、卸売業者の品揃えを充実させることが新規顧客獲

得につなかり、当該製品の売上高のみではなく、既存

Ｆ
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取扱製品の売上げも増加することを強調 し、そうした

売上増加分と合わせればコス トを吸収できるという理

屈付けを行い、専任者を設置 してもらっている。

(製品開発をスムーズに進めるヴォーグインターナ

ショナル)

株式会社ヴォーグインターナショナル (摂津市)

は、複数の企業との連携により、電動スケー トボー

ドの製品開発に成功 した介業である。

同社社長は、「時間をかけてで も自分の考えを全

て伝えるように して、相手の理解を求め、また、

『社長がそういうなら、協力するしかないなJと 思

わせる人間関係の構築に努めたことが、成功の秘訣

であるJと 述べている。また、開発費も全て自社が

負担することで、連携先に負担をかけることなく、

開発を進めている。

さらに、連携先との人間関係の構築において留意

した点は、「言ったことをきちんとやりとげる (誠

意)、情報共有 (例えば、A社 とのやり取 りであっ

てもメンバー全体に伝える)、支払いはきちんと期

日を守るという三点Jと のことであった。

(信頼関係の構築)

信頼関係は、あらゆるネットワークにおける水確と

なる。信頼が欠姉 した関係において交換される情報は

表面的であり、役立たない情報、若 しくは混乱の元に

なる有害な情報となることもあり得る。
一

方、イ言頼関

係のあるネットワークにおいては、相手先のためにな

る情報を提供 しようとするので、役立つ情報が交換さ

れる可能性が高い。

このように、必要な能力を信頼関係のある相手先か

ら得るためには、ネットワーク構築段階での相手先の

能力や考え方を正 しく理解することが前提条件となる。

6)戦 略的なネットワークの構築

これまでみてきたように、新たな相手先の啓場を視

野に入れてネットワークを再構築することより、新製

品 ・技術開発や受注 ・販路開拓を継続的に行 っていく

必要があるが、その際に重要なことは、ネットワーク

が企業の能力を高めることにより、次なる事業展開に

もつながるという側面を重視することである。ネット

ワークは、相互に学習することができる場であり、下

請取引 しか経験 してこなかった企業が、共同開発の過

程で自社製品を持つために必要な能力を身につけたり、

営業経験の乏 しい企業が、ネットワークのなかで効果
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的な売 り込みの方法を習得できたりするという効果か

ある。

そのためには、自社の方向性を持たないまま、相手

先ヘナL投げするのではなく、外部資源の活用をコア能

力として、そのノウハウを蓄積していく部分と、そう

でない部分に墜理 した上で、戦略的なネットワークを

構築することが重要である。すなわち、ノウハウを蓄

積すべき部分では、当初は外部lll織をlr用するとして

も、その活用を通 してノウハウを吸収 していくという

取組が必要である。

ノウハウを吸収 し、企業の能力を高めることか、高

次の新製品 。技術開発や受注 ・販路開拓において必要

なネットワークの形成を可能にし、そこから更に学ぶ

というように段階的にノウハウを吸収 していくことか

できる。すなわち、ネットワーク構築と学習を螺旋状

に進めていくのである。

(ネットワークから学び企業の能力を高める大阪製

作所)

大阪製作所 (八尾市)は 、難切削加工技術を持ち

半導体製造装置や医療分析機器などの各種精密部品

の製造を行 っている会社である。

同社社長のネットワークに対する考え方は、そこ

から何を学べるかという観点である。学ぶ所の多い

プロとネットワークを構築 し、そこから学んだこと

を事業活動や次のネットワークにおいて活かすこと

を心掛けている。ネットワークでの活動を、単独で

行うより何分の 1か の資金で、事業展開手法を試せ

るチャンスと捉え、成功だけでなく失敗からも学び、

ノウハウを蓄積できることに意義を見いだしている。

同社は、検査機器の製造業者と共同で、検査と同

時に微細加1工も可能な装置を開発し、その製品をウェ

ブサイトなどで販売している。販売に際しては、キー

ワー ドの盛 り込み方や商品の説明の仕方、見せ方な

どのウェブサイ トでの販売ノウハウを持つ企業とネッ

トワーク化 している。

ネットワークの相手先から学んだウェプサイ トに

対する考え方や情報発信のノウハウなどを活かして、

参入 しようとする市場に向けて的確な情報発信をす

ることによって、そのような分野の企業からの問い

合わせがあるという。

同社では、課題に応じた最適な相手先とネットワー

ク化 している。現在、光学機器製造業者 と共同で新

製品開発を進めているが、上記の検査機器製造業者

とのネットワークで学んだ光学の知識が役立ってい



るということである。

こうしたネットワークだけでなく、各種の研究会

にも所属し、情報交換する一方、メンバー間で切薩

琢磨し、企業としての様々な能力を高めている。

4 む すびに代えて

大阪産業の競争力を高めていくためには、大阪の中
ア蝉 造業が、大阪のボテンシャルを踏まえてネットワー

クを再構築し、そのネットワークを有効に活用するこ

とにより、新製品・技術開発、受注 ・販路開拓を維続

的に行っていかねばならない。

ネットワーク再構築のためのポテンシャルを高める

観点から大阪府では、先端産業の府内投資促進を重点

施策の一つとして展開しており、また、地場産業の振

興や地域活力を再生させる地域創造型ビジネスの支援

体制の整備を図っている。

新製品・技術開発や受注 ・販路開拓を促進するネッ

トワーク構築のためには、まず各企業が自社の強みや

弱みを自覚し、その上で立案した戦略に応したネット

ワークを形成していくことが必要である。あわせて、

公共においても情報受発信、コーディネート、産学官

連携、人材育成等を柱にした中小企業支援体制の一層

の充実が望まれているところである。

企業は、ネットワークの再構築を進め、その活用に

向けて努力を積み重ねる必要がある。地域としては、

そのような動きを支援することにより、イノベーショ

ンや輸移出という面で地域経済に貢献する企業を数多

く輩出していくことが重要である。有効なネットワー

クが張り巡らされた地域となることが、大阪産業の競

争力を高めていくのである。

否
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ネツトワークを構築する開かれた風土ヘコ｀ フ ,  ノ  ン 0 1 , " ト ン ロ 1 7 r J ′Jコ し′tⅢ Ⅲ…と  ｀

「選択と集中Jの 時代にあって、企業の発展、活性化のために、どのようにネットワークを構築

するかが、各企業に問われている。こうした状況のもと、大阪の企業は、ネットワーク化の前提条

件である外部のノウハウ、知恵などを受け入れる準備ができているだろうか。

かつて、大阪には、新しい技術や他地域の人材を受け入れる風土があった。『平成16年版大阪経

済 ・労働白書』でも取り上げたように、海外の技術をいち早く導入し、地場産業として発展させた

り、大阪で発明された製品が全国ブランドになったりした事例は枚挙に暇がない。それらのなかに

は、他地域から大阪に移り住んだ人々によるものも多く、かつての大阪の風土が大阪経済の盤栄の

薩となっていた。

東京と大阪を比較してみると、現在、東京では合理性で判断されるが、大阪では顔なじみでない

外部の人間は受け入れられにくいという状況があり、新製品、新技術を受け入れる素地は東京の方

が大きい。

こうした観点に立てば、冒頭の問いかけに対しては、否定的な回答しか準備できない。大阪には、

「顔を立てるJと いうような昔ながらの風習が残っている一方、新しいものを受け入れにくい、閉

鎖的、排他的な風土が形成されている。かつての成功体験により、新しいことを受け入れることを

リスクと感じるようになり、変えるべきでないところが変わり、変わらねばならないところがその

ままになっている。

また、大阪は、西日本のlE性豊かな人材を府内への進学や就職などを契機として吸収してきたが、

今は、吸収力が衰え、大阪に来ていた人材は東京に行っている。その結果、 “面白い人、訳のわか

らないことをしている人
"が

大阪に少なく、東京で多くなっている。これが東京の魅力を高め、人

材を東京に集中させるとともに、大阪の相対的地位を低くしている。ベンチャー企業が東京へ集ま

ることを、市場の大ききの違いだけで説明してはならない。

現在の課題となっている大阪の企業、地域の活性化のためには、やはり、「人材Jに 着目すべき

である。個性ある独自の発想と行動力を持つ有能な人を、 “受け入れて、根付かせ、能力を企業 ・

地域に還元してもらう
"た

めの努力をしなければならない。それは、まず、開かれた風土を持つ大

阪に生まれ変わることから始まるのではないだろうか。

大阪府立産業開発研究所 顧問

大阪大学大学院経済学研究科 教授
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